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写真 一 1 無人へリによる除草剤散布 写真 一 2 散布後の剤が拡散している状況

250グラム粒剤の
数布直後

る。 写真 一 1には250グラム粒剤の無人へリに

よる散布法を， 表 － 7にはそれぞれ剤型別の散

布に要した時間を示したが， 250グラム剤につ

いてはl回の飛行で適量散布ができれば実用的

な除草効果が得られ， 従来の剤型のものに比較

し所要時間の短縮が図れ， 効率的な散布が期待

できるものと考えられる。 以上のように， 250

グラム粒剤は安全性と除草効果が高く， 作業の

団地化が図ることができれば， さ らなる省力散

布も期待できるものと考えられる。

3 本県における直播栽培の推進と無人ヘリに

よる雑草防除の課題

( 1 ）水稲直播栽培の推進と諸問題

前にも述べたように， 本県では無人へリで直

播栽培の除草剤散布に利用されていることから，

効率性も持ち合わせていることから， ほ場等の 無人ヘリと直播栽培の関係について紹介する。

表 － 8 水稲直播のアンケ ー 卜調査結果（除草剤関連項目を抜粋）

調査内容 調査結果及び意見など 回答者数又は件数

雑草防除

意見及び要望

残草があったかどうか 残草あり 1 0 8名
内訳（残草の草種 ノビエ 5 6名）

（ホタルイ4 7名）
（イボクサ3 6名）
（アゼナ 6 1名）

半数以上が雑草防除（除草剤）に関する意見
内訳 （イボクサ ・ アゼナ等の防除法

（除草剤の散布時期や処理法など
（除草剤の使用に対する指導等
（除草効果の高い除草剤の開発

1 7件
5件）
5件）
3件）
1件）

注）平成16年度の会津農林事務所会津坂下農業普及所の調査より
雑草防除の回答者数は118名。 意見・要望の総件数は35件。

表 － 9 直播実証事業における無人ヘリの除草剤散布時間

年 次 散布団数 所要時間（県の水稲直播経営指標時間対比 %）

平成11年度
平成12年度

（回） (hr) 

3 
2 

1. 1 (28)
1. 8 (45)

注）平成 11 年度は、 一部クリンチャ － 1キロ粒剤をスポット手散布したため、 除草
剤の散布回数は3回とした。 他の2回は無人へりによる散布。
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本県では， 省力栽培として直播栽培を推進して

おり， 現在県全体でほぼlOOOha程度になってい

る。 現地では， 技術的な課題がまだまだ多く残っ

ていることから， 栽培面積の増加は横ばい状況

である。

表 － 8は平成16年度に会津農林事務所会津坂

下農業普及所で実施した水稲直播栽培者に対す

るアンケ ー ト調査の中から， 雑草防除に係わる

意見と回答結果を抜粋したものである。 水稲直

播栽培では， 出芽不良や収量性の改善などに対

する意見もあったものの， 雑草防除に対する意

見が大勢を占めた。 その内容としては， 依然と

してノビエが残ったという回答は多いが， S u 

抵抗性雑草や新たな雑草（イボクサなど）が多

く残っているとの回答も多かった。 また， 無人

ヘリによる除草剤散布で残草がみられたことで，

無人ヘリでの防除に疑問を持っているとの意見

もあった。

( 2）現地での無人ヘリによる散布事例と問題点

表 ー 9には， 県内において最大の直播栽培団

地である会津美里町（旧 会津高田町）八木沢

地区において， 平成12年度に会津農林事務所会

津坂下農業普及所が実施した直播栽培による大

規模稲作技術体系を構築するための実証試験か

ら， 実際に要した作業時間（無人へリによる除

草剤散布を含む）を示した。 除草剤の散布は2

～3回実施したが， 無人ヘリを利用したことで

所要時間は1. 1～1. 8時間と県の経営指標の半分

以下となり， 直播栽培で作業時間の短縮が図ら

れた。 しかし， 当時の水稲湛水直播栽培では，
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s U剤抵抗性雑草に有効で無人へリの散布法に

登録がある剤が少なかったことなどで諸問題を

解決できなかったため， 無人ヘリによる除草剤

の試験散布はここで終了した。 この時点でS u

剤抵抗性雑草に有効な除草剤があり， 無人ヘリ

散布の登録もあれば無人ヘリによる除草剤散布

は現在も続いていたのではないかと考えられる。

( 3）今後の除草剤開発への期待と散布法の登

録， 普及条件整備など

無人ヘリで除草剤を散布している団地では，

生産組織等へ作業委託を行っていることなどが

進んでおり， 水田に入らいような栽培法をとっ

ている事例が多い。 無人へリによる効率的・省

力的な防除を進めていくためには， 除草剤の開

発と散布法の登録のみではなく， ポジティブリ

スト制度導入に対処したドリフト対策のため集

落営農などによる農用地の団地化を進めながら，

推進を図っていく必要があると考えられる。 水

稲除草剤は労働時間削減に寄与してきた役割は

大きいが， 一方では抵抗性雑草や難防除雑草も

増えつつある。 安全性も除草効果も高い新しい

画期的な除草剤の開発も期待したいが， 少量拡

散型粒剤のような安全に散布できる剤をどのよ

うに上手に普及させられるか， 普及手法と同時

に進めることが必要と考えられる。 このために

も， 水稲直播栽培に登録のある剤数も多くなっ

てきたが， 無人ヘリで散布できる除草剤はまだ

少ない。 登録手続きなどを簡素化し迅速化する

ことも望みたい。

お




